
令和元年度 第５回加東市水道事業及び下水道事業運営審議会 次第 

             日時：令和２年３月２３日（月）午後２時００分～ 

            場所：加東市役所 ３階 ３０２会議室 

１．開 会

２．協議・報告事項

(1)答申書（最終案）について 

≪資料１≫ 適正な水道料金・下水道使用料について（答申案） 

(2)経営比較分析表について 

≪資料２≫ 経営比較分析表（平成30年度決算）

(3)各事業の進捗について 

≪資料３≫ 統合浄水場整備事業の進捗について 

   ≪資料４≫ 下水処理場統合整備事業の進捗について 

３．質疑応答

４．その他

 (1)意見書について 

≪別紙≫ 提出期限：令和２年４月６日（月） 

(2)令和２年度の審議会について 

    議題：「加東市都市計画下水道事業受益者負担金及び生活排水処理事業分担金の制度に

ついて」 

※審議会は３回の開催を予定

５．閉 会 



審議会役職 所　属　等 氏　　　名

会長 大阪商業大学 総合経営学部教授 梅 野 巨 利

近畿税理士会 社支部 小 倉 康

会長職務代理者 近畿税理士会 社支部 神 田 耕 司

加東市消費者協会 井 上 益 子

加東市区長会 西 村 昭 三

加東市商工会 吉田伊佐見

一般公募 村野ひろみ

一般公募 山 上 実 佳

加東市まちづくり推進市民会議
委員

村上加奈子

加東市総務財政部長 堀 内 千 稔

※区分単位で氏名５０音順（市職員選出委員を除く）、敬称略

氏　　　名

岸 本 至 泰

大 畑 敏 之

岩 崎 吉 泰

安 則 宏 幸

阿 江 英 俊

西 角 昌 記

北 島 恭 子

森 脇 茜

加東市水道事業及び下水道事業運営審議会　委員名簿

区　　　分

第3条第2項1号
（学識経験を
有する者）

第3条第2項2号
（関係団体か
ら推薦された
者）

上下水道部管理課・課長

第3条第2項3号
（一般公募に
よる市民）

第3条第2項4号
（その他市長
が必要と認め
る者）

市・出席者名簿

所属・役職

技　　　監

上下水道部・部長

上下水道部工務課・課長

上下水道部管理課・副課長

上下水道部工務課・副課長

上下水道部管理課・主事

上下水道部管理課・係長



令和元年度　第５回加東市水道事業及び下水道事業運営審議会　配席（３０２）

岸本技監 大畑部長
管理課
岩崎

工務課
安則

井上

録音機

西村 村上

吉田 堀内

山上

小倉 村野

梅野会長 神田職務代理

岸本技監 大畑部長 岩崎
課長

安則
課長

管理課
北島
係長

管理課
阿江
副課長

工務課
西角
副課長

管理課
森脇
主事

出入口

傍聴席　５人

受付



令和２年 X 月 XX 日 

加東市長 安 田 正 義 様 

加東市水道事業及び下水道事業運営審議会 

会長 梅野 巨利 

適正な水道料金・下水道使用料について（答申） 

令和元年７月２９日付け諮問第４号で諮問のあった標記のことについて、慎重に審議

を行った結果、本審議会として意見を集約したので、別紙のとおり答申します。 

なお、今後の上下水道事業の経営にあたり、本審議会として審議の過程における意見

を「附帯意見」としてまとめたので、このことも踏まえ、今後の上下水道事業の持続性

の確保に向けて、より一層の経営努力をされるよう申し添えます。 

記 

１ 適正な水道料金について 

２ 適正な下水道使用料について 

案 資料１



適正な水道料金・下水道使用料について 

答 申 書（案） 

令和２年×月××日 

加東市水道事業及び下水道事業運営審議会 
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はじめに 

上下水道事業は、安全・安心な水の安定供給、生活環境の改善、公共用水域の水質

保全など、市民生活に欠かすことのできない重要な役割を果たすものである。

加東市の水道事業は、3町合併後の人件費削減効果と県営水道受水費の値下げ等で

の利益確保分を市民に還元するとして、平成21年度と平成24年度に水道料金改定によ

る引下げを行った。そして、これ以降は、消費税増税に伴う2度の料金改定を除き、

実質的な料金改定は実施しておらず、水道施設運転管理及び会計等事務業務などの民

間委託による業務改善、浄水場を廃止するダウンサイジングによる施設の合理化など、

徹底した経費削減を行うことで現行料金による健全経営を維持してきた。 

しかし、近年の水道事業を取り巻く環境は、人口減少社会や節水機器の普及等によ

り料金収入が減少する一方、老朽化する施設等の更新時期の到来による将来的な財源

不足が懸念されるなど、極めて厳しい状況が見込まれる。 

そこで、持続可能な水道事業経営を行っていくためには、厳しい経営環境の中でも、   

施設等の老朽化や耐震化のための更新費用を総収益で賄えることが前提条件となる

ことから、水道事業収益の根幹である水道料金については、適正な料金水準及び料金

体系を検討しなければならない。 

  下水道事業は、3町合併時の新市への事業引継ぎ時点において、50％にも満たない

汚水処理費の経費回収率を改善するため、平成21年度と平成24年度に下水道使用料を

改定し、段階的に引上げを行った。そして、これ以降は、消費税増税に伴う2度の使

用料改定を除き、実質的な使用料改定は実施していない。 

このような中、下水道の普及拡大に向けて集中的に整備してきたことにより、経営

を圧迫していた資本費（減価償却費と企業債支払利息）は、毎年度の決算では着実に

減少し、また、未普及地域の解消や接続率の向上に伴って、平成30年度末時点での汚

水処理費の経費回収率は92.3％に達しており、確実に経営改善が図られている状況に

ある。 

しかし、複数ある処理場施設の更新需要の拡大が今後予測される中、使用料収入で

汚水処理費を賄えていない状況は依然として継続しており、また、累積赤字の解消に

は30年以上の期間を要する見込みである。さらには、水道事業で先述したとおり、今

後の水需要は減少する見込みであることから、下水道事業においても有収水量が減少

し、これに伴い、使用料収入も減少に転じることが見込まれている。 

そこで、持続可能な下水道事業経営を行っていくためには、水道事業と同様に本格

的な維持管理に向けて対応する必要があることから、下水道事業においても、適正な

使用料水準及び使用料体系を検討しなければならない。 

以上を踏まえて、本審議会では、適正な水道料金及び下水道使用料について、関係

資料を十分に検討し、慎重に審議を重ねた結果、一定の結論を得たので、次のように

答申する。 
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１ 適正な水道料金について 

1-1.水道事業の現状と課題 

一般家庭における本市の水需要は、加東市統計調査による人口動態や過去5年の水需

要の分析結果から、単身世帯や外国人転入者の増加によりやや増加している。 

料金収入は、基本料金部分では若干伸びているものの、口径区分ごとに逓増制を採用

する従量料金部分では、多くの水を使用していないため、逆に減少する傾向にある。 

結果として、上記の状況が作用し、近年の決算における料金収入は微増しているが、

この傾向は一過性のものと思われることから、今後、本市人口ビジョンに基づく人口減

少予測による水需要の減少に伴って、給水収益の減少も見込まれる。 

これからの水道事業は、収益面での厳しさが予測される中、水道施設等の老朽化及び

耐震化への対策が急務であり、今後、改築等、更新需要がさらに拡大する見通しである

ため、収益を確保する必要があり、その方策として、適正な水道料金を検討しなければ

ならない。  

1-2.水道料金の基本的な考え方 

水道料金は「公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下における適

正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでなけれ

ばならない」（地方公営企業法第21条第2項）とされている。  

  また、料金が「定率又は定額をもって明確に定められていること」、「特定の者に対し

て不当な差別的取扱いをするものでないこと」等（水道法第14条第2項各号）が、供給

規定に定めるべき条件として求められている。 

このほか、総務省、厚生労働省は、給水サービス水準の維持向上及び施設実体の維持

のために、事業内に再投資されるべき額として、資産維持費（対象資産に標準3％の資

産維持率を乗じた範囲内）を総括原価に含める必要があるとしている。 

1-3.水道事業の経営状況（見通し） 

この先10年間（中期）の財政計画を示した経営戦略では、黒字経営を継続できる見通

しではあるが、事業の持続性を確保するため、長期的に将来（更新需要及び財政収支の

見通し）を見据えておく必要がある。 

水道事業の決算では、収益的収支（営業活動にかかる収支）は、事業収益が事業費用

を上回っており、平成30年度当年度純損益は2億4,714万1千円の黒字となっている。 

また、経営戦略の計画期間（平成30年度から令和10年度まで）では、収支均衡を維持

できる見通しである。 

しかし、財政計画50年間での長期的な視野に立った場合では、令和19年度以降当年度

純損益はマイナスとなり、令和26年度には資金残高もマイナスが見込まれるため、事業

の持続性が危ぶまれる。
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1-4.水道料金の改定案 

・料金改定 

収支均衡を将来に渡り維持するためには、前述の1-3で示す財政計画50年間の長期

的視野に立って見通すと、水道料金の引き上げは避けられない。 

・料金改定率 

収支均衡を将来に渡り維持する料金改定率は、給水収益に対する資金残高の水準や

企業債残高に気を配りつつ、期間的負担の公平に配慮した企業債充当率の設定により、

資金ショートや当年度純損失の発生時期を確認する必要がある。 

また、将来シミュレーションは、必要な更新投資を行った上で財政収支を均衡する

ものとして、複数パターンが想定される。これにより、確認した将来シミュレーショ

ン結果に基づき、利用者の負担を急激に増大させないよう配慮する必要があるため、

令和6年度に料金改定を実施することが適当であると考える。 

令和6年度に料金改定を実施する理由としては、以下の3点が挙げられる。 

１ 令和2年度から5年度にかけてアセットマネジメントを実施予定であることか

ら、現状よりもより正確な更新計画を見込むことが可能となるため、今後に維持

すべき財源の見通しの質が向上する点 

２ 平成21年度と平成24年度の料金改定で引下げを2度実施しているため、令和2年

度に料金改定で引上げを実施すると、12年間のうちに3度も改定することになり、

料金が頻繁に上下することは、水道利用者にとって望ましくない点 

３ 令和10年度までの経営戦略の計画期間内の収支は均衡しており、喫緊に料金改

定を行う必要性に乏しい点 

上記を踏まえた財政計画50年間の料金改定率は、世代間負担の公平性に配慮して、

料金負担を相対的に小さくする必要があるため、令和6年度の改定率を5％とし、これ

以降は、令和18年度に改定率16％、令和30年度に改定率17％とする12年サイクルの改

定パターンが、収支均衡を将来にわたり維持する将来シミュレーションの中でも適当

であると考える。 

また、5％の料金改定にあたり、料金算定期間（令和6年度から令和9年度まで）の

資産維持費は、約1.15%の資産維持率で算定していることから、期間的負担の公平性

に配慮したものとなっており、本審議会で検討した投資・財政計画に対する料金水準

については、一定の妥当性があると評価する。 

したがって、令和6年度の料金改定5％の引き上げは、水道利用者への過度の負担を

避けるという利用者の公平性と料金の安定性という二つのバランスが図られた水道

事業を持続可能なものとするものであると考える。ただし、今後の経営状況や、アセ

ットマネジメントの実施結果等によっては、改定率等を修正する余地があることに留

意が必要である。
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1-5.水道料金の体系（設定方針） 

料金改定率5％の引き上げを前提に令和6年度に改定するものとして、「水道料金算定

要領」、「水道料金改定業務の手引き」に基づく料金体系で算定すると、水道利用者の大

部分を占める口径13㎜、20㎜の利用者の負担が増大し、口径25㎜以上については料金引

下げとなる。しかし、口径20mm 以下の利用者区分が過度の負担とならないよう配慮し、

基本料金と従量料金を設定する必要がある。 

上記を踏まえた新料金体系は、現行料金体系と比べて、基本料金は、口径20㎜以下の

利用者区分を6％引き上げ、これら以外の口径区分を現行料金体系のまま維持し、従量

料金の単価は、一律3％引き上げることが適当であると考える。 

1-6.附帯意見 

長期的な視野に立って検討した結果、事業の持続性が危ぶまれることから、水道料金

引上げの方向はやむを得ないものと考える。その上で、令和6年度の料金改定率を5％に

設定し、段階的な料金改定により急激な負担増加を避けるため、料金改定率の抑制に努

めようとすることは、本審議会として評価するものである。ただし、50年先の事業経営

の先行きは不透明で未知数な部分が多く、料金改定による引上げは、単身世帯等の水道

少量利用者への影響も懸念されるため、以下の点について意見を附す。 

１ 定期的な水道料金の見直しについて 
期間的負担の公平に配慮しつつ、大幅な料金改定とならないよう社会経済情勢や水道

事業の健全経営の観点を踏まえ、本市水道ビジョンに基づき、引き続き4年ごとに適正
な料金見直しの検討に努められたい。 

２ 投資財源の確保について 
 企業債の発行抑制については、自己資金の確保状況も踏まえ、継続検討することとし、
国庫補助金など、その他の財源確保策の検討に努められたい。 

３ 健全経営の取組みについて 
これまで取り組んできた経費の削減努力は評価するものであるが、近隣市町との広域

連携のほか、さらなる民間活力の利用、第三者委託による官民連携の検討など、今後も
経費の削減や収益の確保について検討し、水道事業の健全経営が維持できるよう、引き
続き努められたい。 

４ 計画的な施設等の更新について 
施設等の老朽化が進むにつれて、これに対処し、事業運営を効率化するため、アセッ

トマネジメントの導入を図っていく必要がある。また、有収率の向上、水資源の有効利
用のためにも、水道料金への影響を考慮しながら計画的な施設等の更新に努められたい。 

５ 住民への周知について 
料金改定を行う場合は、利用者の理解が正しく得られるよう、水道事業に関する情報

公開、広報活動の強化に努められたい。 

以 上 
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２ 適正な下水道使用料について 

2-1.下水道事業の課題と対応策について 

・現状と将来に向けた課題 

下水道施設の老朽化に伴う将来の改築更新需要の拡大が見込まれる中、12か所ある小

規模な処理場施設の維持管理費が増大する。  

 使用料収入で汚水処理費が賄えていない状況にある一方、人口減少による使用料収入

の減少など、経営管理への影響が懸念される。  

 一般会計からの多額の繰入金を投入しても下水道財政は赤字続きの状況である。さら

に、累積している赤字の解消には30年以上の期間を要する見込みである。  

・経営健全化に向けた方策  

令和10年度までの10年間で本市が有する処理場施設12か所のうち、公共下水道以外の

11か所を廃止し、公共下水道（流域関連公共と単独公共）に接続する下水処理場統合整

備事業を推進しており、本事業を第一の目標に掲げて、経費削減を目指している。 

併せて、より一層の経費削減に努めるとともに、将来の更新財源の確保や人口減少等

による使用水量の減少を見据えた使用料体系の設定について、その考え方を継続して示

していく必要があるため、引き続き、適正な使用料を検討しなければならない。  

 また、一般会計からの基準外繰入金（税金）での事業運営は、今後の市の財政にも影

響を及ぼすため、独立採算制の原則（地方公営企業法第17条の2第2項）に基づき、解消

しなければならない。 

2-2.下水道使用料の基本的な考え方 

・公正妥当な使用料設定 

下水道使用料は「公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下におけ

る適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでな

ければならない」（地方公営企業法第21条第2項）とされている。 

また、独立採算制の原則の下、下水道整備の推進と適切な維持管理を図るため、下水

道法では、下水道の基本的性格等に対応した国、地方公共団体及び使用者の適正な費用

負担について、基本的な考え方を次のとおりまとめている。 

・使用料の基本原則  

 使用料とは、下水道事業の管理運営に係る経費のうち、私費で負担すべき経費を回収

するために使用者から徴収するものである。（下水道法第20条に規定） 

また、使用料が「下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なもので

あること」等（下水道法第20条第2項各号）が、水道料金と同様に使用料規定に定める

べき条件として求められている。 
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・今後の使用料体系（方向性） 

下水道事業は、営業上の費用と健全な経営を維持するために必要な原価を使用料対象

経費とする総括原価主義に基づき使用料の設定が行われている。  

使用料体系は、公費及び私費の負担区分に基づき算定された使用料対象経費を、個々

の使用者に対してどのように配分し、負担させるかということを体系化したもので、使

用実態の量的及び質的差異に対応した合理的なものとなっている。 

一般には、個々の使用者をいくつかの使用者群に分け、それぞれの使用実態に応じて

使用料対象経費を配賦する個別原価主義に基づき、使用料体系を設定している。  

具体的な使用料体系の設定では、排水需要の実態、下水道事業の実情等を十分に勘案

して行うことが適当であり、その場合において、事業の安定した収支の均衡を保つこと

に特に留意すべきであり、排水需要の予測、使用料改定後の排水の態様の変動等を十分

に考慮する必要がある。 

2-3.下水道事業の経営状況（見通し） 

・財政収支の見通し 

収益的収支（営業活動にかかる収支）は、下水道の普及拡大に向けて集中的に整備を

行ったことから、事業費用が事業収益を上回っており、平成30年度は純損失54,959千円

の赤字決算となっている。 

しかしながら、経営戦略の計画期間（平成29年度から令和10年度まで）に実施する下

水処理場統合整備事業の経費削減による大幅な収支改善が図られる見込みであるため、

令和9年度以降に収支の均衡を保つことができる。 

以上により、財政収支は、50年間の長期的な視野に立ってみると、収益的収支は黒字

に転じ、その後累積欠損金も解消に向かうこと、投資額の減少に伴い企業債の借り入れ

が減少することから、資金残高は増加するなど、安定経営に向かう見通しである。 

・使用料改定 

平成30年度は収支均衡を維持できていないが、前述のとおり、累積欠損金は解消に向

かい、資金残高は将来に渡り増加する見込みであるため、令和9年度以降は収支均衡を

維持できる見通しである。 

これらの収支状況に応じて、事業運営に不足する資金を補填するために一般会計から

繰り入れている税金も次第に不要となり、段階的に減少することから、以後は、独立採

算制に基づいた健全経営が見込まれる。 

したがって、喫緊の使用料改定は必要ないと考える。 
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2-4.附帯意見

長期的な視野に立って事業の持続性を検討した結果、令和9年度以降は収支均衡を維

持できるようになり、健全経営に向かう見通しであることから、喫緊の下水道使用料改

定は必要ないと考える。 

しかし、下水処理場統合整備事業の大型投資を進めながらの経費削減による収支改善

を図る経営戦略であり、累積欠損金の解消など、課題も残っていることから、安定した

健全経営に向け、以下の点について意見を附す。 

１ 定期的な下水道使用料の見直しについて 

喫緊の下水道使用料の改定は必要ないと考えるものの、独立採算制の原則と経費の負

担区分を示す「雨水公費・汚水私費の原則」があり、また、今後の経営改善の状況を適

切に見極めていく必要があるため、本市下水道ビジョンに基づき、引き続き4年ごとに

適正な使用料見直しの検討に努められたい。 

２ 下水処理場統合整備事業の実施について 

 下水処理場統合整備事業を進める中で、一時的な投資額の増加や企業債の発行による

支払利息など、経費の増加はやむを得ないが、国の補助制度を有効活用するとともに、

経費削減の効果が十分に得られるよう、計画期間内の完了に努められたい。 

３ 健全経営の取組みについて 

下水処理場統合整備事業完了後の経費削減効果に大いに期待するところであるが、水

道事業と同様に近隣市町との広域連携のほか、さらなる民間活力の利用、第三者委託に

よる官民連携の検討など、今後も経費の削減や収益の確保について検討し、下水道事業

が健全経営に向かうよう、引き続き努められたい。 

４ 計画的な施設等の更新について 

汚水管渠、マンホールポンプ場及び処理場（せせらぎ東条）の長寿命化を推進し、ア

セットマネジメントの導入により、更新費用の平準化を図るなど、計画的な施設更新や

災害対策を着実に実施されたい。 

５ 住民への周知について 

下水道に対する利用者の理解が正しく得られるよう、引き続き、情報公開、広報活動

を推進するとともに、下水道未接続者に対する普及啓発に取組み、使用料収入の確保に

努められたい。 

以 上 
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おわりに

上下水道事業は、市民生活を支える重要な社会資本であり、市民の安全・安心のた

め、必要な施設整備と維持管理を適切に実施し、安定したサービスを将来に渡り提供

することが重要である。そのため、両事業ともに顕在化する老朽施設等の更新や耐震

化対策、人口減少等による料金収入及び使用料収入の減少といった課題に対応してい

くためには、平成31年3月に策定した加東市水道ビジョン、下水道ビジョン及び経営

戦略で示す投資・財政計画の着実な推進が必要である。 

水道事業は、本審議会において、水道ビジョンの施策目標「安全・安心でおいしい

水の供給」、「強靭な水道の構築」、「持続性の確保」に向けて、統合浄水場整備事業を

はじめとする老朽管路の更新・施設等の耐震化は待ったなしとの認識のもと、長期的

な視野に立った場合には、水道料金の改定はやむを得ないとの意見が多数を占めた。 

一方で、投資・財政計画を50年間の長期でみると、広域化・共同化や官民連携など、

不確定要素が多いことから、中期経営計画で、より具体的に精査していくのが妥当で

あり、その上で、大幅な料金改定は、市民生活に及ぼす影響が大きいため、実際の改

定率は、財政計画の財源構成を見直すなど、将来の市民負担となる企業債と現役負担

となる料金とのバランスを熟慮したものでなければならないという意見もあった。 

上記を踏まえ、コスト縮減等さらなる経営の効率化を実施していくとともに、料金

体系のあり方については、増加する単身世帯への対応や大口使用者が減退しないため

の工夫等、本市の実情に応じたものとなるよう継続的な検討を期待するものである。 

下水道事業は、経費削減による経営改善を図ることで、50年間の投資・財政計画に

おいて、令和9年度以降に収支均衡を維持できる見通しである。これにより、将来投

資に備えた資金は十分に確保されることから、累積した赤字は解消に向かい、一般会

計に過度に依存しない健全経営が見込まれる。 

仮に、現在の累積赤字を解消し、繰入金に依存しない経営を進めるため、下水道使

用料を喫緊に引き上げた場合は、その後の経営改善による引き下げを短期間で実施せ

ざるを得なくなることが想定できた。このように、使用料が喫緊の改定により頻繁に

上下するのは、市民にとって望ましいことではないし、期間的負担の公平に配慮する

観点からも、現時点での使用料改定は必要ないとの結論に至り、異論はなかった。 

今後は、下水処理場統合整備事業をはじめ、施設等の長寿命化による改築更新事業

の継続的な実施とアセットマネジメントの導入により、経営改善を着実に推進しなけ

ればならない。また、施設維持のためのコストは、広域化・共同化や民間活用による

事業運営の効率化を進めることにより、その削減を図ることが求められる。 

総括として、事業の持続性を確認するため、将来の更新需要を長期的な視野に立っ

て検討したことは、人口減少等による収入減少や老朽施設等の更新事業費の増加が懸

念されている中、先を見据えた大変有意義な取組であったと考える。ただし、水道料

金の改定案は、本審議会で検討した結果ではあるが、改定については、必要な事業費

が確保される範囲内において、今後の決算見通しや社会経済状況を十分に見極めなが

ら、慎重かつ柔軟に判断されたい。 

加えて、水道料金、下水道使用料をあわせて改定する場合は、上下水道全体での市

民負担について検証することにも留意されたい。 

最後に、事業の持続性を確保するため、本答申で示した検討結果を踏まえ、今後の

事業経営に取り組まれたい。 
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加東市水道事業及び下水道事業運営審議会 審議経過 

回 数 開催日時・場所 協議事項等 

令和元年度 

第 1回 

令和元年 7月 29 日（月） 

14：00～ 

加東市役所 3階 302会議室

・諮問 

・現行の水道料金について 

・現行の下水道使用料について 

第 2回 

令和元年 10 月 7日（月） 

14：00～ 

加東市役所 3階 301会議室

・財政シミュレーション結果による収支見通

しについて 

第 3回 

令和元年 11 月 29 日（金）

14：00～ 

加東市役所 3階 301会議室

・水道料金体系の検討について 

第 4回 

令和 2年 1月 21 日（火） 

14：00～ 

加東市役所 3階 301会議室

・答申（案）の審議 

第 5回 

令和 2年 3月 23 日（月） 

14：00～  

加東市役所 3階 302会議室

・答申（最終案）の取りまとめ 
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加東市水道事業及び下水道事業運営審議会 委員名簿 

区 分 
審議会 

役 職 
所属等 氏 名 任 期 

学識経験を有
する者 

会 長 
大阪商業大学 
総合経営学部教授 

梅野 巨利 
・R1.7.19～ 
在任中 

近畿税理士会 
社支部 

小倉  康 
・R1.7.19～ 

在任中 

会長職務
代理者 

近畿税理士会 
社支部 

神田 耕司 
・R1.7.19～ 

在任中 

関係団体から
推薦された者 

 加東市消費者協会 井上 益子 
・R1.7.19～ 

在任中 

 加東市区長会 西村 昭三 
・R1.7.19～ 

在任中 

 加東市商工会 吉田 伊佐見 
・R1.7.19～ 

在任中 

一般公募によ
る市民 

  村野 ひろみ 
・R1.7.19～ 

在任中 

  山上 美佳 
・R1.7.19～ 

在任中 

市長が必要と
認める者 

加東市まちづくり
推進市民会議委員

村上 加奈子 
・R1.7.19～ 
在任中 

加東市総務財政部
部長 

堀内 千稔 
・R1.7.19～ 
在任中 

※所属等は委員就任時現在のもの 

（区分単位で 50音順、敬称略） 
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経営比較分析表（平成30年度決算） 

令和 2 年 3 月 23 日 

加東市 上下水道部 

資料２



１ はじめに                            Ｐ１

２ 水道事業                            Ｐ２

３ 下水道事業                          Ｐ３～６

（公共下水道事業）                  Ｐ３

（特定環境保全公共下水道事業）      Ｐ４

（農業集落排水事業）                Ｐ５

（小規模集合排水処理事業）          Ｐ６



１．はじめに 

経営比較分析については、総務省が平成 27 年度から進めている「公営企業の見える化の推進」の一環として、

経営及び施設の状況を示す「経営比較分析表」を策定・公表するもので、この「経営比較分析表」は、本市の経

営の現状・課題を的確に把握することだけでなく、経年比較や他の地方公共団体等との比較を行い、住民や議会

とともに各事業のあり方を十分に議論することに活用するものです。 

  総務省が取りまとめる「経営比較分析表」の対象事業は、上下水道事業では、全国で公営企業として実施され

ている水道事業と下水道事業のうち、一般会計等で実施されているものを除く事業となっているため、コミュニ

ティ・プラント事業は全国類似団体との比較が実施されていないことから対象外となっています。 
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

全体総括

老朽化施設に多額の更新費用が必要となる一方、将
来の人口減少予測や節水意識の向上等により、料金
収入の減少が見込まれる。
このため、定期的に適正な料金を見直すなど、収益
確保に努めるとともに、アセットマネジメントの実
施による運営基盤の強化を図る。
引き続き、当市水道ビジョン及び経営戦略に掲げた
施策目標「安全」「強靭」「持続」の達成に向け
て、中長期的な視点に立ち、効率的かつ効果的に事
業を管理運営する。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収益は微増したが、経常費用のうち、修繕費
と資産減耗費が増加したことにより、1.69ポイント
減少となった。
②給水収益の減少や耐用年数を経過した資産の更新
に係る費用の増加等が予測されるため、健全経営を
維持する必要がある。
③流動比率は100％を大幅に超えており、短期的な
債務に対する支払能力はある。
④自己資金及び補助金を活用し、事業執行を行って
いるため、企業債残高は減少している。
⑤料金回収率は100％を超えているが、今後増加が
見込まれる更新需要への財源確保も見据えて適切な
料金を検討する必要がある。
⑥給水原価は、更新需要の増加に応じて増加してい
る。類似団体と比較するとわずかに高く、さらなる
経営改善に向けた維持管理費の削減に努める。
⑦施設利用率は、類似団体と比較すると高く、効率
的に施設を運営しながら、不測の事態に備えて30％
程度の余力を残した状態を維持している。
⑧有収率は、堅調に推移しており、効率よく安定し
た水の供給ができている。

2. 老朽化の状況について

①資産全体に対する耐用年数を経過した資産の割合
は上昇しており、全国平均及び類似団体とほぼ同水
準である。法定耐用年数を経過した後、直ちに更新
するのではなく、重要度等を判断しながら計画的に
更新を行い、事業の効率化を図る。
②③管路経年化率及び管路更新率は全国平均及び類
似団体とほぼ同水準であり、実経年数を考慮して計
画的に更新を行っていく。

2. 老朽化の状況

－

- 96.42 99.26 3,661 39,752 97.11 409.35 【】

157.55 255.07 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置 40,187

経営比較分析表（平成30年度決算）
兵庫県　加東市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.73 0.52 0.85 0.70 0.92

平均値 0.60 0.56 0.61 0.51 0.58

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 117.87 122.22 120.73 122.18 120.49

平均値 109.04 109.64 110.95 110.68 110.66

39.00

40.00

41.00

42.00

43.00

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 42.47 43.86 45.60 46.19 47.10

平均値 44.31 45.75 46.90 47.28 47.66

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 7.52 15.79 15.84 15.15 16.65

平均値 10.09 10.54 12.03 12.19 15.10
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.83】 【1.05】 【261.93】 【270.46】

【89.92】【60.27】【167.11】【103.91】

【48.85】 【17.80】 【0.70】

-2-

２　水道事業



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（平成30年度決算）
兵庫県　加東市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

157.55 255.07 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2)

法適用 下水道事業 公共下水道 Cd2 非設置 40,187

処理区域内人口密度(人/km2) －

- 60.41 62.03 88.83 3,089 24,843 11.65 2,132.45

①資産全体に対する耐用年数を経過した資産の割合
は上昇しているため、ストックマネジメント手法を
用いて、計画的に施設の長寿命化を図る必要があ
る。
②③法定耐用年数を超えた管渠はなく、管渠更新等
は実施していないが、今後はさらなる老朽化に対応
するため、計画的に改築更新を行う必要がある。

2. 老朽化の状況

全体総括

下水道基盤整備が短期間で行われたことにより、そ
の財源である企業債の償還が多大となっており、収
益で賄いきれない支出を一般会計からの繰入金で補
填している。今後は、将来の人口減少予測や節水意
識の向上等による水需要の低下が懸念され、使用料
収入の減少が見込まれるため、定期的に適正な使用
料見直しの検討を進める。
引き続き、当市下水道ビジョン及び経営戦略に掲げ
た施策目標「持続」と「リスクの抑制」の達成に向
けて、下水処理場統合整備事業等の具体的施策に取
り組み、維持管理費を節減するなど、事業の効率化
を図ることにより、経営の健全化を目指す。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率は100％を超えているものの、収益
のうち、他会計補助金が減少し、委託料等の費用が
増加したことなどにより、前年度と比較すると0.84
ポイント減少している。今後も水洗化率の向上及び
維持管理費の節減により事業の効率化を図る必要が
ある。
②使用料収入は、当市人口ビジョンによる人口減少
予測に基づき、減少すると見込んでおり、維持管理
費の削減等により黒字化を図ることで、累積欠損金
を解消する必要がある。
③流動比率は、流動負債の建設改良費に充てられた
企業債の償還が減少しているため、14.75ポイント
増加している。一般会計からの繰入金による経営補
助を受けて年間を通じた資金繰りを行っているた
め、定期的に適正な使用料見直しを検討するととも
に、国の支援制度を有効活用するなど、計画的な更
新投資に備えた財源確保が必要である。
④企業債残高は減少傾向にあるが、今後の更新投資
を見据えた財源確保が必要である。計画的かつ適正
な投資を目指し、適正規模で企業債を利用する必要
がある。
⑤経費回収率は、下水処理場統合整備事業にかかる
計画策定委託料が増加したことにより、2.28ポイン
ト減少している。引き続き、処理場統合等により経
費の節減に努め、さらなる経営の健全化を図る必要
がある。
⑥汚水処理原価は類似団体と比較すると低いが、今
後も計画的な投資や維持管理費の節減により、一層
の効率化を図る必要がある。
⑦施設利用率は流域下水道に接続する処理区を除い
た単独公共下水道（1処理場）の指標である。全国
平均と比較すると1.26ポイント低いが、公共下水道
以外の処理場を流域下水道と単独公共下水道に接続
する下水処理場統合整備事業を進めることで、当市
の実情に応じた規模での施設利用率を目指す。
⑧水洗化率の変動はほぼ横ばいとなっており、今後
も未接続調査による現状把握に努め、水洗化の啓発
を行う。

2. 老朽化の状況について
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【108.69】 【3.28】 【69.49】 【682.78】

【38.60】 【5.64】 【0.23】
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⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)
【95.20】【58.98】【136.86】【100.91】
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３　下水道事業



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（平成30年度決算）
兵庫県　加東市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

157.55 255.07 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 非設置 40,187

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 52.12 23.43 86.85 3,089 9,382 7.13 1,315.85

下水道基盤整備が短期間で行われたことにより、そ
の財源である企業債の償還が多大となっており、収
益で賄いきれない支出を一般会計からの繰入金で補
填している。今後は、将来の人口減少予測や節水意
識の向上等による水需要の低下が懸念され、使用料
収入の減少が見込まれるため、定期的に適正な使用
料見直しの検討を進める。
引き続き、当市下水道ビジョン及び経営戦略に掲げ
た施策目標「持続」と「リスクの抑制」の達成に向
けて、下水処理場統合整備事業等の具体的施策に取
り組み、維持管理費を節減するなど、事業の効率化
を図ることにより、経営の健全化を目指す。

2. 老朽化の状況

全体総括

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

①経常収支比率は収益のうち、他会計補助金が減少
し、委託料などの費用が増加したことなどにより、
前年度と比較すると、2.98ポイント減少し、100％
を下回っている。一般会計からの繰入金が多くを占
めており、水洗化率の向上及び維持管理費の節減に
より事業の効率化を図る必要がある。
②使用料収入は、当市人口ビジョンによる人口減少
予測に基づき、減少すると見込んでおり、維持管理
費の削減等により黒字化を図ることで、累積欠損金
を解消する必要がある。
③流動比率は、工事未払金の支払いに備えた流動資
産の現金預金が増加しているため、6.16ポイント増
加している。一般会計からの繰入金による経営補助
を受けて年間を通じた資金繰りを行っているため、
定期的に適正な使用料見直しを検討するとともに、
国の支援制度を有効活用するなど、計画的な更新投
資に備えた財源確保が必要である。
④企業債残高は減少傾向にあるが、今後の更新投資
を見据えた財源確保が必要である。計画的かつ適正
な投資を目指し、適正規模で企業債を利用する必要
がある。
⑤経費回収率は使用料収入が微増したことにより
0.78ポイント増加し、100％に近づきつつあるが、
経費の節減と更新投資等に係る財源確保に努めて、
さらなる経営の健全化を図る必要がある。
⑥汚水処理原価は類似団体と比較すると高く、計画
的な投資や維持管理費の節減により、効率化を図る
必要がある。
⑦特定環境保全公共下水道の処理施設は保有してい
ない。
⑧水洗化率の変動はほぼ横ばいになっており、未接
続調査による現状把握に努めて、引き続き水洗化の
啓発を行う。

①資産全体に対する耐用年数を経過した資産の割合
は上昇しているため、ストックマネジメント手法を
用いて、計画的に施設の長寿命化を図る必要があ
る。
②③下水道事業に着手して30年余りしか経過してい
ないため、法定耐用年数を超えた管渠はないが、今
後の老朽化に対応するため、計画的に改築更新を行
う必要がある。
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【101.92】
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③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)
【54.23】 【1,209.40】
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⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)
【83.36】【42.82】【219.46】【74.48】

【24.88】 【0.01】 【0.12】
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

下水道基盤整備が短期間で行われたことにより、そ
の財源である企業債の償還が多大となっており、収
益で賄いきれない支出を一般会計からの繰入金で補
填している。今後は、将来の人口減少予測や節水意
識の向上等による水需要の低下が懸念され、使用料
収入の減少が見込まれるため、定期的に適正な使用
料見直しの検討を進める。
引き続き、当市下水道ビジョン及び経営戦略に掲げ
た施策目標「持続」と「リスクの抑制」の達成に向
けて、下水処理場統合整備事業等の具体的施策に取
り組み、維持管理費を節減するなど、事業の効率化
を図ることにより、経営の健全化を目指す。

2. 老朽化の状況

全体総括

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

①経常収支比率は収益のうち、使用料及び他会計補
助金が減少したことにより、前年度と比較すると
1.86ポイント減少し、100％を下回っている。経常
収益は、一般会計からの繰入金が多くを占めてお
り、水洗化率の向上及び維持管理費の節減により事
業の効率化を図る必要がある。
②使用料収入は、当市人口ビジョンによる人口減少
予測に基づき、減少すると見込んでおり、維持管理
費の削減等により黒字化を図ることで、累積欠損金
を解消する必要がある。
③流動比率は、工事未払金の支払いに備えた流動資
産の現金預金が増加し、流動負債の建設改良費に充
てられた企業債の償還が減少しているため、2.11ポ
イント増加しているが、100％を大きく下回ってい
る。一般会計からの繰入金による経営補助を受けて
年間を通じた資金繰りを行っているため、定期的に
適正な使用料見直しを検討するとともに、今後の処
理場施設の統合までの更新投資に備えた財源確保が
必要である。
④企業債残高は減少傾向にあるが、処理場施設の統
合までの更新投資に係る財源確保が必要である。
⑤経費回収率は100％未満であり、経費の節減と更
新投資等に係る財源確保に努めて、経営の健全化を
図る必要がある。
⑥汚水処理原価は類似団体と比較すると低いが、今
後も計画的な投資や維持管理費の節減により、一層
の効率化を図る必要がある。
⑦施設利用率は全国平均及び類似団体と比較すると
低く、今後の公共下水道事業への編入に併せて適切
な施設規模を目指す。
⑧水洗化率の変動はほぼ横ばいとなっており、未接
続調査による現状把握に努めて、引き続き水洗化の
啓発を行う。

①資産全体に対する耐用年数を経過した資産の割合
は上昇しているため、今後の公共下水道事業への編
入に伴う処理場施設の統合を勘案し、計画的に更新
を行う必要がある。
②③下水道事業に着手して30年余りしか経過してい
ないため、法定耐用年数を超えた管渠はないが、今
後の老朽化に対応するため、事業編入する公共下水
道事業において、当該事業の管渠更新計画も含めて
おく必要がある。

処理区域内人口密度(人/km2) －

- 40.10 7.78 94.02 3,089 3,116 1.07 2,912.15

157.55 255.07 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2)

法適用 下水道事業 農業集落排水 F2 非設置 40,187

経営比較分析表（平成30年度決算）
兵庫県　加東市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.02 0.01 2.05 0.01 0.01

95.00

96.00

97.00

98.00

99.00

100.00

101.00

102.00

103.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 100.66 100.66 97.81 101.68 99.82

平均値 97.53 99.64 99.66 100.95 101.77

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 21.88 24.95 28.00 30.94 33.65

平均値 20.68 22.41 22.90 24.87 24.13

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

0.09

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.08 0.00 0.00 0.00 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 892.94 889.13 909.95 904.14 936.87

平均値 223.09 214.61 225.39 224.04 227.40

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 13.35 14.92 13.54 11.95 14.06

平均値 33.03 29.45 31.84 29.91 29.54

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

4,000.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 3,666.43 3,028.22 2,888.51 2,809.29 2,676.04

平均値 1,044.80 1,081.80 974.93 855.80 789.46

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【101.60】 【195.44】 【34.27】 【747.76】

【24.12】 【0.00】 【0.02】

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 95.03 86.98 85.80 98.79 85.86

平均値 50.82 52.19 55.32 59.80 57.77

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 172.48 188.98 191.76 166.59 190.88

平均値 300.52 296.14 283.17 263.76 274.35

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 45.52 42.55 44.92 44.67 43.34

平均値 53.24 52.31 60.65 51.75 50.68

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 88.93 90.27 91.15 91.19 91.98

平均値 84.07 84.32 84.58 84.84 84.86

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)
【85.82】【52.23】【261.46】【59.51】
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

①資産全体に対する耐用年数を経過した資産の割合
は上昇しているため、今後の公共下水道事業への編
入に伴う処理場施設の統合を勘案し、計画的に更新
を行う必要がある。
②③下水道事業に着手して30年余りしか経過してい
ないため、法定耐用年数を超えた管渠はないが、今
後の老朽化に対応するため、事業編入する公共下水
道事業において、当該事業の管渠更新計画も含めて
おく必要がある。

2. 老朽化の状況

全体総括

下水道基盤整備が短期間で行われたことにより、そ
の財源である企業債の償還が多大となっており、収
益で賄いきれない支出を一般会計からの繰入金で補
填している。今後は、将来の人口減少予測や節水意
識の向上等による水需要の低下が懸念され、使用料
収入の減少が見込まれるため、定期的に適正な使用
料見直しの検討を進める。
引き続き、当市下水道ビジョン及び経営戦略に掲げ
た施策目標「持続」と「リスクの抑制」の達成に向
けて、下水処理場統合整備事業等の具体的施策に取
り組み、維持管理費を節減するなど、事業の効率化
を図ることにより、経営の健全化を目指す。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率は収益のうち、他会計補助金が減少
したことにより、前年度と比較すると1.27ポイント
減少し、100％を下回っている。経常収益は一般会
計からの繰入金が多くを占めており、水洗化率の向
上及び維持管理費の節減により事業の効率化が必要
である。
②使用料収入は、当市人口ビジョンによる人口減少
予測に基づき、減少すると見込んでおり、維持管理
費の削減等により黒字化を図ることで、累積欠損金
を解消する必要がある。
③流動比率は未払金の支払いに備えた流動資産の現
金預金が増加しているため、0.58ポイント増加して
いるが、100％を大きく下回っている。一般会計か
らの繰入金による経営補助を受けて年間を通じた資
金繰りを行っているため、定期的に適正な使用料見
直しを検討するとともに、今後は処理場施設の統合
までの更新投資に備えた財源確保が必要である。
④企業債残高は減少傾向にあるが、処理場施設の統
合までの更新投資に係る財源確保が必要である。
⑤経費回収率は100％未満であり、経費の節減と更
新投資等に係る財源確保に努めて、経営の健全化を
図る必要がある。
⑥汚水処理原価は類似団体と比較すると低いが、今
後も維持管理費の節減により、一層の効率化を図る
必要がある。
⑦施設利用率は全国平均及び類似団体と比較すると
高いが、今後の公共下水道事業への編入に併せて、
より適切な施設規模を目指す。
⑧水洗化率の変動はほぼ横ばいになっており、引き
続き水洗化の啓発を行う。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km2) －

- △9.58 0.16 94.44 3,089 66 0.04 1,650.00

157.55 255.07 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2)

法適用 下水道事業 小規模集合排水処理 I2 非設置 40,187

経営比較分析表（平成30年度決算）
兵庫県　加東市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.01

0.02

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.01 0.00 0.01 0.00 0.00

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 100.86 99.95 95.69 99.69 98.42

平均値 105.88 94.85 96.10 97.69 91.26

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 30.96 35.15 39.34 43.52 47.71

平均値 27.64 33.58 32.36 31.73 30.28

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

1,000.00

2,000.00

3,000.00

4,000.00

5,000.00

6,000.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 5,264.69 5,038.35 5,173.31 5,044.57 4,933.17

平均値 933.68 1,033.78 929.29 1,037.73 1,597.09

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 25.17 31.22 25.51 19.09 19.67

平均値 135.62 133.78 216.89 89.03 88.56

0.00

1,000.00

2,000.00

3,000.00

4,000.00

5,000.00

6,000.00

7,000.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 6,665.34 5,246.98 5,033.46 4,712.21 4,185.61

平均値 2,585.83 2,464.06 1,914.94 1,759.36 1,837.88

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【91.74】 【1,484.74】 【91.02】 【1,937.22】

【30.23】 【0.00】 【0.00】

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 48.38 51.10 65.41 43.11 50.36

平均値 31.45 32.91 34.02 37.20 35.03

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 357.56 339.54 265.97 409.31 350.18

平均値 588.55 561.54 553.77 508.64 525.22

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 58.33 41.67 54.17 58.33 58.33

平均値 37.95 34.92 36.44 34.29 35.34

85.00

86.00

87.00

88.00

89.00

90.00

91.00

92.00

93.00

94.00

95.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 94.12 94.12 94.03 93.85 93.94

平均値 88.20 88.64 89.93 89.88 91.52

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)
【90.51】【35.75】【521.14】【35.30】
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統合浄水場整備事業の進捗について 

令和 2年 3月 23 日 

加東市 上下水道部 

資料３





中国自動車道

滝野社ＩＣ

ひょうご東条ＩＣ

秋津浄水場

広沢浄水場

加東市役所

滝野浄水場

兵庫県北播磨県民局

国道３７２

統合浄水場整備事業の進捗について

位置図

1



統合浄水場整備事業の進捗について 統合浄水場整備事業の進捗について

当初工程

変更工程

浄水設備棟

場内整備

管 理 棟浄水池

浄 水 池

排 泥 ・ 排 水 池

天 日 乾 燥 床

機 械 ・ 電 気 設 備

場 内 配 管

場 内 整 備

R 0 2 R 0 3 R 0 4 R 0 5

浄 水 設 備 棟

管 理 棟

建 設 工 事 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 2 0 2 2 2 0 2 3
R 0 1

排泥・排水池

天日乾燥床

2



下水処理場統合整備事業の進捗について 

令和 2年 3月 23 日 

加東市 上下水道部 

資料４





　　　　　　　　　　　　　　　　　　**/

平木（８．７ｈａ）

上鴨川（１９．７ｈａ）

上福田北部（２０．５ｈａ）

上福田中部（２９，４ｈａ）

畑･廻渕･池之内（１７．７ｈａ）

上久米･下久米（４０．９ｈａ）

川北（３７．６ｈａ）

川南（２４．０ｈａ）

下水処理場統合整備事業の進捗について

秋津（１７．５ｈａ）

少分谷（３．１ｈａ）

（６７．３ｈａ）

（１５４．８ｈａ）

（３．１ｈａ）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09

少分谷地区 （小規模集合排水処理） ① 設計 工事

秋津地区 （農業集落排水） ② 設計 工事

川北地区 （農業集落排水） 設計 工事
川南地区 （農業集落排水） 設計 工事
上福田北部地区 （農業集落排水） 設計 工事
上福田中部地区 （農業集落排水） 設計 工事

上鴨川地区 （農業集落排水） 設計

下鴨川地区 （農業集落排水） ③ 工事 設計 R02：地元施工の舗装工事予定のため、先行埋設

上久米・下久米地区 （コミュニティ・プラント） ④ 設計

畑・廻渕・池之内地区 （コミュニティ・プラント） 設計

平木地区 （コミュニティ・プラント） 設計

備　　　　　　　　　考　

工事

工事

工事

工事

工事

地　　　区

下鴨川（６．１ｈａ）

1



少 分 谷 

下水処理場統合整備事業の進捗について 
①少分谷地区＜計画平面図＞ 

処理場（少分谷浄化センター） 

＜処理場廃止＞ 

公共下水道マンホール ＜接続＞ 

＜管路布設＞VU管Φ150 L=543m 

 貞 

（貞 守） 

マンホールポンプ場の新設・更新はなし 

2



下水処理場統合整備事業の進捗について 
②秋津地区＜計画平面図＞ 

処理場（秋津浄化センター） 

＜処理場廃止⇒中継ポンプ場化＞ 
貞守マンホールポンプ場

＜ポンプ更新＞ 
公共下水道マンホール ＜接続＞ 

＜管路布設＞圧送管Φ75 L=266m 

← 東条川 

 貞 

（貞 守） 

秋 津 

（常 田） 

＜既設管流用＞圧送管Φ75 L=203m

3



下水処理場統合整備事業の進捗について 
③下鴨川地区＜計画平面図＞ 

＜管路布設＞ 圧送管Φ100 L=540m 

下鴨川 

上鴨川住吉神社 

4



下水処理場統合整備事業の進捗について 
④上久米下久米地区＜計画平面図＞ 処理場（千鳥川クリーンセンター） 

＜処理場廃止⇒中継ポンプ場化＞ 

下久米橋マンホールポンプ場ほか2機場 

＜ポンプ更新＞ 

公共下水道マンホール＜接続＞ 

＜管路布設＞ 自然流下管Φ100 L=288ｍ 久 米 

下 久 米 

＜既設管流用＞ 圧送管Φ75 L=32m

＜管路布設＞ 圧送管Φ100 L=175m

＜管路布設＞ 圧送管Φ75 L=249m

5



資料№ ページ 意見等

その他意見等

令和２年４月６日（月）までに提出いただけますようお願いいたします。 

■お問い合わせ・提出先 

〒673-1493 加東市社 50 番地 
加東市上下水道部管理課（庁舎３階） 
担当：阿江英俊 
TEL：0795-43-0533（直通） 
FAX：0795-43-0548 
E-Mail: jogesui-kanri@city.kato.lg.jp 



 意 見 書  

令和元年度 第５回加東市水道事業及び下水道事業運営審議会

（R2.3.23 開催）に関する意見等 

委員名

資料№ ページ 意見等

別 紙


